
東京都の住宅政策の取組
～既存ストック活用の観点から～

令和７年５月２９日

東京都 住宅政策本部 住宅企画部長
鈴木 誠司
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住宅数（万戸） 182.4 251.4 313.9 379.6 423.9 452.8 481.8 530.0 567.0 618.6 678.1 735.9 766.7 820.1

世帯数（万世帯） 196.9 269.2 317.9 366.4 391.5 409.5 436.0 472.0 500.5 548.7 598.5 651.0 685.6 729.5

空き家率（％） 2.2 2.7 4 5.6 8.1 8.7 8.5 9.9 11 10.8 11.1 11.1 10.6 10.9
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都内の住宅ストックの状況

➢ 住宅総数は世帯数を大きく上回っており、住宅は量的には充足

➢ 都内の空き家率は約10.９％、空き家数約90万戸であるが、今後、人口減少と少子

高齢化の進展による世帯数の減少で、空き家が増加していくことが見込まれる

「住宅・土地統計調査」／総務省を基に作成

住宅数・世帯数・空き家率の推移
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都内の空き家の類型ごとの状況

空き家

腐朽・破損なし

・壁や柱など主要部分が腐朽した
空き家

・売却用の空き家
・賃貸マンションの空室 など

・物置となっている空き家

・相続問題が未解決な空き家
・古く不便な立地の空き家 など

＜市場流通用の空き家＞ ＜長期不在等の空き家＞ ＜壊れた空き家＞

約90万戸

約79万戸

約61万戸 約18万戸 約11万戸

戸数は「令和５年住宅・土地統計調査」／総務省による
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「空き家予備軍」

➢ 65歳以上の世帯員のいる世帯の住まいの状況は、持ち家は約７割、借家は約３割

➢ このうち、65歳以上の世帯員がいる単身又は夫婦のみ世帯の持ち家（約100万戸）

は、将来空き家になるおそれがある「空き家予備軍」

「空き家予備軍」
約100万戸

「令和５年住宅・土地統計調査」／総務省を基に作成

高齢者世帯の住まいの状況（持ち家・借家）
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東京における空き家施策実施方針 （令和５年３月策定）

〈 東京の空き家施策における３つの視点〉

➢ 中長期的な視点からの都の空き家対策の考え方や具体的な取組の方針を示した「東京

における空き家施策実施方針」を策定
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＜市場流通用の空き家＞ ＜長期不在等の空き家＞ ＜壊れた空き家＞

＜空き家予備軍＞



既存住宅市場での流通促進

＜既存住宅流通促進民間支援事業＞

➢ 循環型の住宅市場の形成に向け、既存住宅を安心して売買等できる市場の整備を促進

【取組事例】

買取再販事業において、建物状況調

査結果や、リノベーションにより向上し

た省エネ性能の内容等を、購入予定者

にわかりやすく解説することなど、新た

なビジネスモデルの構築を支援

5
（写真提供）株式会社インテリックス

流通促進

建物状況調査

瑕疵保険検査実施 住宅履歴情報登録

住宅性能向上

の見える化

リフォームの実施

新たな販売モデル構築

住宅購入



地域資源としての空き家の利活用

＜政策課題解決型空き家活用支援事業＞

➢ 民間事業者等が、活用されていない主に戸建ての空き家を住宅政策の課題解決につな

がる用途に改修する費用について、都が財政支援することにより、空き家を活用する取

組を促進 （セーフティネット住宅／子育て世帯向け住宅／居場所づくりなど）

【取組事例】

戸建ての空き家を、単身の高齢者と低所得の若者が共に暮らす共同居住型住宅（シェアハウ

ス）に改修

＜階段へのリフト設置＞ ＜段差解消＞
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（写真提供）一般社団法人HAHA

利活用



利活用見込みがない空き家の除却等
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除却等＜空き家利活用等区市町村支援事業＞

➢ 全区市町村が参画する東京都空き家対策連絡協議会を設置し、空き家対策に取り組む

区市町村に対し、他自治体の取組の情報共有等を図るとともに、空き家対策における

課題解決に向けた共同検討の場（ワーキンググループ）を設けるなど、技術支援を実施

区市町村が管理不全空家等や特定空家等の対策を行うための支援

①空家等対策計画策定、空き家実態調査、建物調査に要する費用

②管理不全空家等や特定空家等を認定するための会議に要する費用

※①については令和6年度から補助率を1/2から2/3に拡充

区市町村が管理不全空家等や特定空家等の対策を行うための支援

①空家等対策計画策定、空き家実態調査、建物調査に要する費用

②管理不全空家等や特定空家等を認定するための会議に要する費用

※①については令和6年度から補助率を1/2から2/3に拡充

財
政
支
援

技
術
支
援

除却等＜東京都空き家対策連絡協議会＞

➢ 区市町村が取り組む空き家対策に対して財政支援を実施

【取組事例】



令和７年度の空き家等既存ストック活用関連施策
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＜ 東京都空き家ポテンシャル発掘支援事業 ＞
区市町村と連携し、空き家を地域資源として活用し地域の課題解決に取り組む民間事業者等に対して、ひとり親世

帯等を対象としたシェアハウスへの改修に係るメニューを新たに設けるなど、取組を後押し

＜ 子育て世帯に配慮した住宅の供給促進 ＞
既存ストックの有効活用や良質な賃貸住宅の供給を促進するため、令和７年度から賃貸住宅の改修時における補助

率・補助限度額を引き上げるとともに対象を戸建住宅にも拡大するなど、「東京こどもすくすく住宅認定制度」に基づ

き住宅の整備費への補助などを実施

＜ 東京版空き家マップの整備及び空き家情報の掘り起こし ＞
空き家の有効活用を推進するため、既存の空き家バンクの情報を活用し、都全域をカバーする空き家マップを整備

するとともに、民間のノウハウ等を活用しながら、西多摩・島しょ地域の空き家情報の掘り起こしを実施

＜ 島しょ部の空き家所有者等に対する普及啓発 ＞
主に島内に空き家を所有する人々に向け、島しょ地域において空き家の利活用や移住・定住活動を行う個人・団体

等の取組を紹介し、空き家の利活用を促す意識啓発イベントを開催

＜ TOKYO空き家活用魅力発信プロジェクト ＞
空き家の地域資源としてのポテンシャルを引き出すため、都内大学が持つ知見や都職員の技術力を活用し空き家の

リノベーションのデザイン案を作成し、西多摩・島しょ地域の空き家を改修するとともに、一連の過程を動画で公開し、

魅力を発信

＜ 空き家リノベーションコンテスト ＞
「作っては壊す」社会から、「長く大切に使う」社会への転換を促すため、空き家活用の可能性を発信することで、「新

築から改修へ」のムーブメントを醸成

流通促進 利活用

流通促進 利活用

利活用

利活用

利活用

流通促進



「2050東京戦略」（令和７年３月策定）に掲げる住まいに関する施策

9「2050東京戦略」／東京都政策企画局



10「2050東京戦略」／東京都政策企画局

「2050東京戦略」（令和７年３月策定）に掲げる住まいに関する施策
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